









P14010K   辻 真吾
テーマ        環境の変化に適応する学校組織の開発
～特別支援教育を取 り入れた定時制高校の教育改善を通 して～
章立て
はじめに                                   P。2
第1章 学校改善プランの方向性                     R 2





第3章 現任校の現状                          R10
第4章 教育課題                            P。12
第1節 教育活動の課題 (特別支援教育の推進)
第2節 めざす教育の姿
第5章 学校組織の課題                         R15
第6章 教育活動の改善                         R18
第1節 わかる授業の展開
第2節 新たなキャリア教育
第3節 特別支援教育のフィルター           .























このように、定時制高校を取 り巻 く教育的ニーズは戦後大きく変化 してきた。教育的ニ































また、古川は、組織学習を 「単ループ学習 (既存の規範や価値観により従来通 りに繰 り
返 される官僚制的組織学習)」 「複ループ学習 (単ループ学習に加え、既存の規範や判断基
準そのものの妥当さ、適切 さの吟味や検証を行 う学習」「マルチループ学習 (複ループ学習
に時間の次元と変革のベク トルを加え、方向性を持たせる学習)」に分類 した。そのうえで、








































































































と考えられる。        `
第3節 特別支援教育の法的位置づけと全国の情勢
1 特別支援教育の法的位置づけ
































































ば、校内委員会の設置率は 99。4%であり、初めて調査が行われた 2006年度の 25。2%に
比べてほぼ4倍となつている。同様に、障害のある生徒の実態把握は 89。2%(2006年度
29。4%、同3倍)、 特別支援教育コーディネーターの指名は 99。9%(2006年度 18.5%、
同5倍)であり、いずれも大幅な伸びを示している。一方、個別の指導計画 29.8%(2006





































































































































































































































































































































陽特別支援学校 と県立阪神昆陽高等学校 (多部制単位制)を同一敷地内に設置 した。両校
の生徒は同じ教室や施設等で共に助け合つて生きていくことを実践的に学んでいる。
























































































































































































































































































































































































































































いるのか、現状を分析 しながら考察 した。その結果、図16に示 した通 り、現任校に不足





































































































































































文字は大きく 。フォン トの統一 。問題数の調整
段階的な活動 (スモールステップ) ・ル ビをふる。
指導法 (指導形態 。教具等)










第4章第 1節でも示 した通 り、現任校では
UD研が発足 し、有志による自主的な研修会が





発達障害に関す る教員研修会 を予定 してい る 図21 現任校 に発足 したUD研の学習会
(2016年3月)。 特別支援教育推進委員会とUD研が共同で開催するもので、UD化の視
点を取 り入れた授業方法を議論する機会を設けている。この研修会の中で、UD研で検討























































・ 107懸懇 豪褻´ 餞麟摯渠ヽ

























希望者に対 して放課後 (週2回)、 夏季休業中 (1週間程度)に補習を実施 し、生徒の学力
向上とともに進路意識の形成を図る。
二つ目は、漢字検定、英語検定、数学検定の取得指導である。指導を各教科の授業での




集 し、週 1回の個別指導を実施する (キャンパスエイ ド)。
これら3つの取組の成果は、従来から生徒の学力把握 として行つている北高検定 (年3
































表4 北高キャリアワーク 学習プログラム案 (筆者作成)
表4は、学習プログラム案である。1年次は、「学級集団づ くり」「社会の成 り立ち」「職




























































































警   苺













・ 発達障害のある生  ・ 気になる生徒
24







































































































































































































これまで、主にボランティア活動で連携 してきた外部機関 (明石地域若者サポー トステ
ーション、関西国際大学は除く)を、「キャリア教育」「特別支援教育」「ボランティア活動」
の3つの連携エ リアに分類 し再配置 してみた (図32)。新たに関係機関を増やすのではな








































































































よるアンケー ト調査を実施 した。調査の中で、職員室の設置状況を問 う質問を用意
し、38校から回答を得た (表5)。
調査実施者 :辻真吾 兵庫教育大学大学院 学校教育研究科 専門職学位課程 教育実践高度化専攻 学校経営コ
ース学生













表5 多部制高校の職員室設置の状況 (アンケー ト結果より)







1部で ■つ、2部3部で 1つ職 員室 を置いてい る。









































































































































































が 日常の気づきから生徒個に応 じた教育課題を探 り出し、仕事チームの中において情報と
意 味 決 定
新たな「価値J
「メンタルモデル」








図41 本プランの振 り返 り(浅野 2011をもとに筆者作成)
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設定 した。また、取組の節 目ごとには、自分たちの取組に対する省察を行 う必要がある。
































・浅野良一 『教職員のための学校組織マネジメント実践』 兵庫教育大学 2011
0伊丹敬之 『場の論理とマネジメント』東洋経済 2005
。茨城県立結城第二高等学校『フレックススクール (二部制定時制単位制高等学校)に
おける生徒への支援方法の研究』 文部科学省委託 平成 22・23年度 特別支援教
育総合推進事業研究報告書 20H














・成山治彦 有本正剛 編 『こうすればできる高校の特別支援教育』明治図書 2012
38
・野中郁次郎『知識創造の経営一 日本企業のエピステモロジー』日本経済新聞社 1990
0ピー ター 。M・センゲ 『学習する組織』英治出版 2011
・兵庫県教育委員会 兵庫県特別支援教育推進計画 2007
・兵庫県教育委員会 兵庫県特別支援教育第二次推進計画 2014
・藤原直子 『 中学校職員室の建築計画 教員の教育活動を支える学校・校舎』九州大
学出版 2012













1)前掲  浅野 (2011) P。 258
2)前掲 古り||(1990) P. 68
3)前掲 センゲ (2011)P。35
4)前掲 野中 (1990) P。40
5)前掲 野中 (1990) P.68
6)前掲 シャイン (2012) P。156
7)前掲 シャイン (2012) P。157
8)前擁: 伊丹 (2005)  P. 23
9)前i夕弓 イ魔月'(2005) P. 71
10)前掲  水本 (2006)  P。 20-21

























大阪府教育塞 日会 クヽ十富椿 にお I十る「知的障害牛律 自立支援 コース :設置
福島県教育委員会
高等学校におけるLD等の支援を重点的に行う学校を研究開発学校に指定し、カリ
キュラムの開発や幼・4・ヽ中学校との一貫した支援体制整備についての実践的研究を
行い、ユニバーサルデザインの実現に向けた共に学ぶ教育の推進を目指して中高連
携し、LD等の生徒が継続的に支援を受けられる体制整備を図る。(『うつくしま教育改
菫維准力 う「` ラヱュ』2006)
香川県教育委員会
中学校から高等学校へのそれぞれの校種間の連携が必要とし、小学校と中学校、中
学校と高等学校などの校種間相互の授業見学や研修会への参加を促進し、それぞれ
の校種における特別支援教育の体制や指導・支援方法についての相互理解がなされ
ること観 進、保護者との緊密な連携のもと、『個別の教育支援計画』を確実に引き継
ぐなと 進学先の学校と福祉、医療等の関係機関との連携が継続されることを推進す
る^(かがわ特珈:す浮教育構推プラン2007)
秋田県教育委員会 平成
22年度を目途に、障害のある生徒が中学校から高等学校に進学する手続き上
のガイドライン葬作成^(蜂用l吉浮教育校肉支援体制ガイドシ ン<改訂版>2008)
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